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主なテーマ
（例）

当面対応すべき課題
※今回の政策会議の検討の対象外

10年後に
目指したい姿

10年後においても建設産業が「生産性」を高めながら「現場力」を維持していくために
検討すべき建設業関連制度の基本的枠組みに係る課題 （１～２年かけて順次制度化）

建設業の
基本的な性格

建設生産
システム

○民間工事指針の普及

○発注者、設計者、施工
者（元下）の一層の連
携による円滑な施工の
実現

○多様な事業形態に応じ
た生産システムの構築

生産性向上

○i-Constructionの推進

○「適正工期算定プログラム」
の活用などによる適正工期
の推進

○建設キャリアアップシステム
の構築

○中小企業等経営強化法
等

○ICTの導入による省力
化･省人化

○生産性２割向上

○クラウド等でリアルタイ
ムに情報を共有するこ
とによるペーパーレス
化と虚偽の防止

働き方

○設計労務単価の改訂
○社会保険の加入促進

○担い手３法･運用指針の浸
透

○建設キャリアアップシステム
の構築（再掲）
○週休２日モデル工事の実施

等

○技能に応じた処遇の改
善

○製造業並の年収
･週休２日の実現

○建設業の魅力向上を
通じた若年層の安定的
な入職

地域の建設業

○安定的な建設投資の確保
○担い手３法（再掲）

○地域維持型契約方式等の
普及拡大 等

○災害対応や増加する
維持管理等を担う「地
域の守り手」としての安
定的な役割の維持

その他

○基礎ぐい工事問題の再発
防止策
○海外展開
等

○事業者責任と技
術者責任

○適正な施工に向
けた事業者と技術
者の役割

建設産業政策会議における検討課題

○ＩＣＴの活用など将来
の施工の現場を踏ま
えた技術者制度

○技能労働者の法律上
の位置付け

○生産性向上に取
り組む企業の評
価のあり方

○経審の関係書類
の簡素化

○働き方の改革
に取り組む企業
の評価のあり方

○大企業と中小企
業、専業企業と兼
業企業を一律で
評価する仕組み
のあり方
○地域貢献の評価

○週休２日など、処遇改善
に資する入札契約制度
上の取組

○安定して受注できる仕組
みづくり（事業協同組合、Ｊ
Ｖ、複数事業・複数年度）

○地域の包括的な維持管理
の普及方策
（ＣＭの活用による支援等）

建設就業者関連制度 経営事項審査 入札契約 その他

○地域の建設
企業の制度的
な位置付け

○事業承継の
環境整備

○経管要件の
あり方

○将来の地域の建
設業の果たすべ
き役割

○地方創生の担い
手としての方向性

(担い手確保を含む)

○ICT化など、生産性向上を

促す入札契約制度上の
取組

○経営事項審査の
性格、あるべき姿

（ランク分けや総
合評価制度との
役割分担）

請負 許可制度
○請負の定義
○民民間の規律

○元下間の契約（元
請責任のあり方
○発注者への関与
のあり方

○許可申請書
類の簡素化

○技能労働者の処遇改
善に向けた労働法制と
の連携

○長時間労働の是正･
週休２日に向けた取組

○労働の平準化（多能
工化等）
○一人親方への対応

○請負以外の契約
の位置付け（CM等）

○設計の密度と施工
との関係
○BIM、CIMの推進と
責任関係

○一律の許可
制度のあり方
（公共／民間、
大規模／小
規模）

○建設関連業
の位置付け

○工場製品の
品質管理のあ
り方

○処遇改善の
ための許可
要件のあり方

○民間工事における
効果的な活用

○透明性・公正性に加え、
持続性・処遇改善の要素
を強化

○公共建築における入札
制度の改善

○建設関連業に係る入札
制度の改善（ダンピング
対策等）

○業の基本理念
（誰のための、何
のための建設業）

○生産性を阻害
する諸制度の見
直し

○業界団体の役割

○社会保険の加入
促進など処遇改善
のための契約制度
のあり方

○請負契約以外の契約の
位置付け（CM等）（再掲）

○PPP/ PFIへの参入方策

地
域
建
設
業
Ｗ
Ｇ

企業評価ＷＧ法制度・許可ＷＧ

平成２８年１２月２２日
第２回建設産業政策会議提出資料
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企業評価ワーキンググループでの検討事項

【企業評価全般について】

○様々な場面･段階における建設会社の企業評価

○建設会社の有益な企業評価情報の提供･活用

【企業評価の評価軸・審査方法について】

○生産性の向上に取り組む企業の適正な評価

○働き方の改革に取り組む企業の適正な評価

○地域における建設企業の役割維持に向けた評価

○申請書類等の簡素化

○多様な経営判断への対応
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建設工事における企業評価のタイミング

個
別
工
事
ご
と
の

入
札
参
加
条
件

公共工事ごと

総合評価
価格と品質
（技術力等）

発
注
者
別

競
争
参
加
資
格
審
査

価格競争

価格のみ 契

約

ラ
ン
ク
分
け

公共発注者ごと

入
札
参
加

落
札
者
の
決
定

民間工事ごと

契

約

【公共工事】

【民間工事】

経
営
事
項
審
査

（決
算
期
ご
と
）

建
設
業
許
可
取
得

（５
年
ご
と
）

事業者選定

※その他必要に応じて保証を付保

・・・企業評価

下
請
企
業
（
専
門
工

事
業
者
）
の
選
定

下
請
企
業
（
専
門
工

事
業
者
）
の
選
定

※新築住宅を発注者（宅建業者を除く）に引き渡す場合、
瑕疵担保責任の資力確保が義務付けられている
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企業評価全般について

○公共工事を行う上で必要とされる企業等の情報の質と、民間工事で求められるものとの違いを明らかに

すべき。求められるものが同じであれば、公共工事の企業評価を民間工事でもそのまま活用できる。

○日本の建設企業は海外のように集約化されていないので、受注者選定の意味から企業評価制度は重要。

○建設業許可など、これまで不良不適格業者を排除するという方向で検討が進められてきた企業評価につ

いて、これからは望ましい企業を積極的に評価するという方向性があっても良いのではないか。

○建設企業にとっては、競争参加資格名簿におけるランクを維持することが非常に重要。

企業評価の切り口、指標

○公共工事であれば、発注者自身が発注した工事の実績等の情報を有しているが、民間発注者は企業の

工事実績についての情報をどのように入手することができるのか。

○昨今、全産業的にＲＯＥを経営目標としている企業が多く、大手ゼネコンでも導入されてきた点を踏まえ、

こうした点を企業評価に取り入れてはどうか。

○企業の地域性をどのように評価すべきか、企業評価のどの段階で評価すべきか（自治体に委ねるか）を

議論すべき。

○企業評価の各段階で評価すべき事項について、整理して仕分けを行うべき。

経営事項審査について

○業種について元請完工高を持たない企業が当該業種の経審を受審しているのは、元請の要請か、民間

発注者の要請か。

○経審が公共工事の品質を担保するためだけにあるのであれば、生産性は質とのリンクがあるようにも思

えるが、働き方等について経審だけで導入するのは難しいのではないか。こうした事項と建設業法上の

要請の関係性を説明する必要。

○規模評価のウェイトを少し落として、生産性や働き方の観点を評価していくことが必要ではないか。

○経審の審査項目（特にＷ）を追加していくという改正の方向性は限界に来ているのではないか。

○地域建設業に求めるものとスーパーゼネコンに求めるものを同じ式に入れて評価することの是非につい

て検討する必要がある。

その他

○企業のＩＳＯ等の認証等取得状況も消費者にとっては重要。こうした認証等について、建設企業は何社くら

い取得しているのか。

○諸外国の公共調達における企業評価について、比較して参考とすべき。

第１回 企業評価ＷＧ（H29.2.27)でいただいた主なご意見
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企業評価の検討に際しての基本的な考え方（議論用）

○ 企業評価制度のユーザーの利用目的に対応して、合目的的なものとする

＜公共発注者の場合＞
・公共工事の規模や種類に応じて、適正な施工を期待できる事業者の選定に資する
・会計法や地方自治法が原則として定める競争入札による事業者の選定に資する
・税金を原資とした公共工事の受注者としてふさわしい社会性等を備えた事業者の選定に資する

＜民間発注者の場合＞
・発注しようとする工事の規模や種類に応じて適正な施工を期待できる事業者の選定に資する

（発注者が個人の場合は情報の非対称性が大きい）
・建設企業の社会性やサービスも考慮した事業者の選定に資する

＜建設企業の場合＞
・下請で発注しようとする工事の規模や種類に応じて、適正な施工を期待できる事業者の選定に資する

（特に、技能面での能力を重視する）
・下請企業の社会性や、社会保険加入等労働福祉の状況についても考慮した事業者の選定に資する

○ 民民関係における企業評価は、情報の非対称性の解消のために民間発注者や建設企業が参照で
きるものとすべきであり、民間企業同士の市場環境を過度に歪めるものであってはならない

○ 企業評価のユーザー、評価を受ける建設企業や、評価者（行政機関等）にとって負担が過大な
ものとならないようにする

○ 合目的的な範囲で政策目的を加味することは、建設業の健全な発展を促し、結果的に発注者の
利益にも資するが、建設企業としての適格性や適正な施工の確保との関係には常に留意する必要
がある
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建設工事と情報の非対称性（概念図）
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建
設
工
事
の
「
公
共
性
」

情報の非対称性

高

低

弱
強

継続的に発注
を行う公共団体
による公共工事

業として継続的
に発注される
民間工事

個人発注の
工事（住居等）

数年に一度しか
発注を行わない
公共団体による
公共工事



ご議論いただきたい事項
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①公共工事における企業評価に係る評価項目

②下請企業に関する企業評価情報の提供

③民間工事における企業評価情報の提供



ご議論いただきたい事項① 公共工事における企業評価に係る評価項目
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○ 公共工事における企業評価の各プロセス（経営事項審査、発注者別評価、
総合評価）において評価すべき内容を踏まえ、それぞれのプロセスにおいて
どのような項目で評価を行うことが適当か

○ 建設企業に今日的に求められる社会的役割や政策的要請を踏まえ、新た
に追加すべき評価項目はないか

○ 建設企業としての適格性や適正な施工の確保の観点から評価を行うとい
う制度本来の趣旨を踏まえ、各公共発注者が行っている発注者別評価につ
いて、見直すべき点はないか

○ 申請する者や審査する者にとって過大な負担となっていないか



都道府県の競争参加資格審査、総合評価における評価項目の例

工事の内容に関係のある項目

工事成績

都道府県発注工事の受注実績

都道府県等の優良工事表彰

下請発注比率

建災防への加入、安全衛生講習の受講者数

下請代金の支払い

技術力向上への取り組み（ＣＰＤ）

ＶＥ提案の実績 等

地域貢献や社会性を評価する項目

社会貢献 災害対応（防災協定締結、出動実績、感謝状
等）

維持管理業務委託実績（除雪含む）

ボランティア活動実績（感謝状 等）

ＢＣＰ認定

暴力団追放活動（不当要求防止責任者 等）

人権施策（講習受講 等）

個人住民税の特別徴収実施

地元営業（都道府県の分譲土地への本社建設
等）

各種地元応援に係る企業認定、表彰等

雇用関係 新卒者の雇用（インターン受入れ）

障がい者雇用

協力雇用主

職員の増加状況

消防団員雇用

高齢者雇用

女性活躍（女性比率 等） 等

地域貢献や社会性を評価する項目

環境対策 エコアクション２１等の認定

環境保全活動実績（表彰、感謝状等）

産業廃棄物処理体制

企業努力 合併、協業組合の設立

新分野進出（設備投資、表彰、助成金交付
等）

コンプライアンスの取組

ＷＬＢに係る認証の取得状況

各種企業表彰（知事表彰等）
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都道府県の競争参加資格審査における評価項目の例①（Ａ県の場合）
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都道府県の競争参加資格審査における評価項目の例②（Ｂ県の場合：地域貢献部分）

※ 実際には「工事成績 ＋ 地域貢献 ＋ 指名停止状況」で発注者別
評価点数を算出している。ここでは「地域貢献」について項目を列挙。
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都道府県の総合評価における評価項目の例①（C県の場合）

12



都道府県の総合評価における評価項目の例②（D県の場合）
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経営事項審査における評価項目の導入背景（一例）

多くの都道府県等が発注者別評価点で評価しており、受発注者双方
の事務の重複・負担の軽減を図るため、経審の評価項目に追加。

ISO9000シリーズ、14000シリーズの取得状況 （導入時期：平成２３年 ４月 １日）

経営事項審査の評価項目の大半は、適正な施工能力を有する企業を選定する目的で導入され
たものであるが、中には、多くの地方公共団体の発注者別評価点で同一の項目を定めていること
に着目し、受発注者の事務負担軽減の観点から経審に導入されたものもある。
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建設業のプレーヤーと企業評価

公共発注者

民間発注者

元請企業

元請企業

下請企業

下請企業

個
別
工
事
ご
と
の

入
札
参
加
条
件

公共工事ごと

総合評価
価格と品質
（技術力等）

発
注
者
別

競
争
参
加
資
格
審
査

価格競争
価格のみラ

ン
ク
分
け

公共発注者ごと

入
札
参
加

落
札
者
の
決
定

経
営
事
項
審
査

（決
算
期
ご
と
）

下
請
企
業

（
専
門
工
事
業
者
）
の
選
定

民間工事ごと

事
業
者
選
定

下
請
企
業

（
専
門
工
事
業
者
）
の
選
定

・工事実績（完成工事高 等）

・企業規模（自己資本、利益額等）

・財務状況

（収益性、健全性、流動性 等）

・技術力

・労働福祉の状況

・営業継続の状況

・防災活動への貢献

・法令遵守の状況

・経理の適正性

・研究開発の状況

・建設機械の保有状況

・ＩＳＯの取得状況

・若年技術者等の育成状況

・工事成績

・優良工事表彰

・安全衛生への取組

・下請代金の支払い

・新分野進出

・コンプライアンス

・ＷＬＢへの取組

・環境保全活動

・災害への対応

・維持修繕（除雪含む）の実績

・地元への貢献（感謝状、認定）

・ＢＣＰ認定

・新卒者、女性、高齢者の雇用

・障がい者雇用

・協力雇用主

・協力（下請）企業の状況

・ＣＳＲ活動

・コーポレートガバナンス

・生産性向上

（ＩＣＴ機器、生産性指標 等）

・働き方改善への取組

（週休２日、長時間労働是正 等）

等

企業評価の項目の例

※青字は現在経審で評価しているもの ※※赤字は今後重要性が高まると考えられるもの
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ご議論いただきたい事項② 下請企業に関する企業評価情報の提供
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○ 建設工事における下請企業（専門工事企業）の果たす役割の変化を踏まえ、

下請企業に対する評価のあり方をどのように考えるか。

＜検討のポイント＞

・下請企業の評価は施工能力と密接に関わると考えられるが、様々な専門的業種が存在する

中、共通の仕組みとすることができるか

・民民関係における情報提供という趣旨や、下請企業にも様々な経営実態の企業が存在する

ことに鑑み、評価項目を必要に応じて選定できる柔軟な制度とすべきか、一律の評価項目

を設定して画一的な評価を行う制度とすべきか

・専門工事業者の評価は、実際に現場で活躍する技能労働者や、現場で活用する建設機械に

因るところが大きいと考えられるが、どのような評価方法が考えられるか

・専門工事企業の実績は元請としてではなく下請としての実績に依るところが大きいことに

鑑み、こうした下請工事の実績をどのように評価することが適当か

（現行の経審では、企業規模（X1）で下請工事を含む完成工事高を評価する一方、元請工事の完成工

事高を技術力（Ｚ）において再度評価している）



元請・下請関係の変化について（概念図）

統括管理

統括管理

統括管理

統括管理

元請 １次下請 ２次下請以下

施工管理

施工管理

施工管理

施工
管理

施工

施工

施工

施工
施工
管理

施工管理

施工施工 施工

施工 施工

施工施工 施工 施工
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○ かつては、元請が施工の一部を行っていたが、徐々にそれは下請に移行し、専門工事の施工
管理も下請に移行してきている。

平成２８年１０月１９日
第13回適正な施工確保のための技術者制度検討会 提出資料



○ 下請比率（下請完成工事高÷元請完成工事高）は下請構造の重層化に伴って上昇傾向に
あったが、近年では50％後半で推移。

出所：国土交通省「建設工事施工統計調査」
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工事の元請とならない企業の経営事項審査受審

○各業種の元請完工高が０であるにもかかわらず、当該業種の経営事項審査を取得している
建設業者が一定程度存在する。

経審取得業者数
うち、年間平均元請完
工高が０のもの

（割合）

土木一式 ７７，９６５社 １７，８８７社 ２２．９％

建築一式 ４１，４１４社 ８，０５６社 １９．５％

電気 ２１，５９０社 ２，７０８社 １２．５％

内装仕上 ７，７６５社 ２，２８４社 ２９．４％

※ 経営事項審査申請データより国土交通省算出（H28.11時点） 19

全体 １４０，５００社 ７，４２６社 ５．３％

○更に、全業種の元請完成工事高が０（完全なる下請企業）であるにもかかわらず、経営事項
審査を受審している企業も一定数存在する。

例えば、ほぼ建築の
専業企業ではある
が、土木一式の許可
を取得し、（土木一式
の元請完工高はゼロ
だが）経審を受審して
いる企業も含まれる。

一切の元請施工実績
がないが、経審を受審
している企業。

・ 経審を受審している企業のうち、約９５％は何らかの形で元請完成工事高を有している企業である。（なお、経審データ上は完成工
事高について公共工事と民間工事の区別を行っていない）

・ 完全下請企業で経審を受審している者がどのような動機に基づいているかについては、データからは明らかではないが、今後公共工
事の元請となることを望む企業である等の動機が考えられる。



ご議論いただきたい事項③ 民間工事における企業評価情報の提供

20

○ 民間工事の発注者は建設企業の情報を十分に持たないケースも多く、情報

の非対称性が存在していることを踏まえ、適切な事業者選定に資する企業評

価情報の提供のあり方についてどのように考えるか。

※公共工事については、会計法や地方自治法において工事の入札に参加する者に必要な資格を

定め、審査を行うとされていることから、建設企業の評価について既に制度化されている。

＜検討のポイント＞

・許可申請時に提出された書類の閲覧制度を、より使いやすくできないか

・企業がＨＰ等を活用して、必要とされる企業情報を自ら開示するよう促すことができない

か

・経審受審企業についてはその結果がＨＰを通じて既に公開されているが、経審を受審して

いない企業（民間工事の受注者）についても、主要な情報については発注者が企業間比較

を行えるような制度が考えられないか



公共工事と民間工事の特徴

21

公
共

＜公共工事の例：（土木）道路、下水道、護岸/（建築）学校、公営住宅、庁舎、病院＞

【工作物の便益】
・工作物の利用者（不特定多数）に帰属

【発注者の特徴】
・発注者による設計、検査、出来高管理
・建設産業の健全化を図る役割の一翼を担っている
－品確法による従業者の労働環境等への配慮
－安全確保や社会保険加入等の推進
・発注者ごとの能力差が大きい

民
間

＜民間工事の例：（建築）住宅（戸建て、共同）、オフィスビル （一部、鉄道等民間土木有り）＞

【工作物の便益】
・原則、発注者（消費者）に帰属する
※一部の工作物（ショッピングモール等）は、その利用者（不特定多数）に帰属

【発注者の役割】
・デベロッパーから個人まで、多様な発注者が存在し、建設工事への
精通度にも大きな相違があり、施工段階での関与も様々
－ マンション等の発注者・・・数多くの発注を行い、発注に精通

－ 民間法人企業･･･内装改装からショッピングモール建設まで、発注のレベルは様々

－ 個人･･･建設工事の発注には精通していない。一方、戸建て住宅建設は「一生の買い物」

・新築住宅の場合、瑕疵保険制度が法令上用意されている

（なお、一部の民間土木の場合）
・発注者は鉄道や電気等のインフラ業が大半であり、発注に精通している者も多い
・発注者として施工段階での関与は多い

平成２９年２月８日
第１回法制度・許可ＷＧ提出資料を加工



公共工事における企業評価制度の設置趣旨（経営事項審査の例）

＜建設工事において、適正な能力を
有する建設業者を選定する必要性＞

○ 建設業許可における許可基準
は、建設業の営業の開始及びその
継続のために一般的に要求される
ものであり、また、建設業の営業
のための最低必要条件であるにと
どまる。

○ 工事規模、施工技術の程度等
に差異がある個別的な建設工事の
適正な施工を確保するためには、
これらの許可基準を充足している
だけでは必ずしも十分ではなく、
各建設工事の発注者が、その建設
工事の規模、それが要求する技術
的水準等を勘案して、それに見合
うだけの能力を有する建設業者を
選定する必要がある。

＜会計法による予算
の適正使用の要請＞

○大きく分けると、客観的事
項と発注者ごとに評価す
る事項の２つに区分され
る。経営の状況、経営の
規模、技術的能力等の客
観的な事項については、
どの発注機関が審査を
行っても同一の結果とな
るべきものであることか
ら、特定の第三者が統一
的に一定基準により審査
するのが効率的
→公共工事における経営事
項審査制度

○ 加えて国の会計
制度においては、
予算の適正使用の
要請の観点から、
一般競争又は指名
競争に参加する者
に必要な資格を定
め、審査を行わな
ければならないと
されている。

【公共工事】

公共工事における
企業評価制度が存在

【民間工事】

各民間発注者が、各々の
基準に基づき建設企業を
評価
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民間建築工事における発注者別の態様と特徴

発注者
類型

工事目的物
（例）

一般的な
発注能力

工事目的物の
所有者

エンド
ユーザー

主な契約関係者

業を営む
上で継続
的に工事
の発注を
行う企業

分譲マンション ○
マンション
購入者

マンション
購入者

発注者-マンション購入者（売買契
約）、発注者-建設会社（工事請負
契約）

賃貸マンション ○ 発注者 賃借人
発注者-賃借人（賃貸借契約）、発
注者-建設会社（工事請負契約）

賃貸オフィス
ビル ○ 発注者 賃借人

発注者-賃借人（賃貸借契約）、発
注者-建設会社（工事請負契約）

その他の
企業

工場、自社ビル 様々 発注者 所有者に同じ 発注者-建設会社（工事請負契約）

商業施設 様々 発注者
テナント
買物客

発注者-建設会社（工事請負契約）

個人

賃貸アパート × 発注者 賃借人
発注者-賃借人（賃貸借契約）、発
注者-建設会社（工事請負契約）

一戸建て × 発注者 所有者に同じ 発注者-建設会社（工事請負契約）

個人店舗 × 発注者
所有者
買物客

発注者-建設会社（工事請負契約）

23※ 各類型においては、新築の場合とリフォーム等の場合とがある。
また、以上は一般的な例を示したものであり、実際には様々な業態があることを踏まえれば、これらに該当しない場合もあり得ることに留意する必要。

平成２９年２月２１日
第２回法制度・許可ＷＧ提出資料を加工



公共工事と民間工事で重視される情報の違い（経営事項審査の例）

公共工事で求めている情報 民間工事で求められる情報

経営規模

Ｘ１ 完成工事高（許可業種別）
○

（経営規模・工事実績の判断として）

Ｘ２
自己資本額
利払前税引前償却前利益

○
（経営規模の判断として）

経営状況 Ｙ

①負債抵抗力
②収益性・効率性
③財務健全性
④絶対的力量

○
（取引先としての信用力の判断として）

技術力 Ｚ
元請完成工事高（許可業種別）
技術職員数（許可業種別）

○
（抱えている技術者等、施工に係る企業の技
術力に係る情報として）

その他審査項目
（社会性等）

Ｗ

①労働福祉の状況
②建設業の営業継続の状況
③防災活動への貢献の状況
④法令遵守の状況
⑤建設業の経理の状況
⑥研究開発の状況
⑦建設機械の保有状況
⑧国際標準化機構が定めた規格による登録の状況
⑨若年の技術者及び技能労働者の育成及び確保の状況

△
（こうした情報については、民間発注者がどの
ような建設企業を受注者として選定したいと考
えるかによって重要度が異なる。）

その他、民間工事で求められる情報の例

○営業力（ニーズに合った提案・施工）
○瑕疵等に対する保証
○完成後のアフターサービス（メンテナンス等）

等
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経営事項審査結果の公表について

各企業の経営事項審査の結果については、現在直近の「総合評定値通知書」をインター
ネット上で公開している。
※ 企業名等で検索をすると、その企業の結果について閲覧が可能

様式第二十五号の十二（第十九条の九、第二十一条の四関係）

経営規模等評価の結果

許可　    －        号 総合評定値

審査基準日 平成    年    月    日

平成     年 月 日

印

（参　考）

［金額単位：千円］

そ の 他

とび・土工・コンクリート・解体(経過措置)

鋼 橋 上 部

鉄 筋

総 資 本 （ 前 期 ） 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(前期)

総 資 本 （ 当 期 ） 営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ(当期)

自 己 資 本 経 常 利 益

売 上 高 経 常 利 益 率 利 益 剰 余 金

固 定 負 債 受 取 利 息 配 当 金 総 資 本 売 上 総 利 益 率 営 業 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

評               点             （Ｙ）

自己資本対 固定資産比率

流 動 負 債 売 上 総 利 益 負 債 回 転 期 間 自 己 資 本 比 率

固 定 資 産 売 上 高 純 支 払 利 息 比 率

利 益 剰 余 金 支 払 利 息

科　　　目 　　決算 科　　　目 　　決算 経　営　状　況 　　決算 経　営　状　況 　　決算

合                    計

評               点             （Ｗ）

若年の 技術 者及 び技 能 労 働者 の育 成 及 び確 保の 状 況解 体

新 規 若 年 技 術 職 員 の 育 成 及 び 確 保

若 手 技 術 職 員 の 継 続 的 な 育 成 及 び 確 保

清 掃 施 設

消 防 施 設

国 際 標 準 化 機 構 が 定 め た 規 格 に よ る 登 録 の 状 況

Ｉ Ｓ Ｏ １ ４ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

水 道 施 設

建 具

Ｉ Ｓ Ｏ ９ ０ ０ １ の 登 録 の 有 無

建 設 機 械 の 保 有 状 況

さ く 井

造 園

建 設 機 械 の 所 有 及 び リ ー ス 台 数  台

研 究 開 発 の 状 況

電 気 通 信

熱 絶 縁

研 究 開 発 費

建 設 業 の 経 理 の 状 況

機 械 器 具 設 置

内 装 仕 上

二 級 登 録 経 理 試 験 合 格 者 の 数

公 認 会 計 士 等 の 数

防 水

塗 装

監 査 の 受 審 状 況

法 令 遵 守 の 状 況

ガ ラ ス

板 金

指 示 処 分 の 有 無

営 業 停 止 処 分 の 有 無

し ゆ ん せ つ

舗 装

防 災 活 動 へ の 貢 献 の 状 況

防 災 協 定 の 締 結 の 有 無

建 設 業 の 営 業 継 続 の 状 況

民 事 再 生 法 又 は 会 社 更 生 法 の 適 用 の 有 無

鋼 構 造 物

タ イ ル ・ れ ん が ・ ブ ロ ッ ク

労 働 福 祉 の 状 況

管 営 業 年 数 年

電 気

退職一時金制度若しくは企業年金制度導入の有無

屋 根 法 定 外 労 働 災 害 補 償 制 度 加 入 の 有 無

建 設 業 退 職 金 共 済 制 度 加 入 の 有 無

厚 生 年 金 保 険 加 入 の 有 無

法 面 処 理

と び ・ 土 工 ・ コ ン ク リ ー ト

石

健 康 保 険 加 入 の 有 無

雇 用 保 険 加 入 の 有 無

左 官

大 工

数 値 等 点数

プレストレストコンクリート構造物

建 築 一 式

二級 その他 利 益 額

そ の 他 の 審 査 項 目 （ 社 会 性 等 ）

基幹

土 木 一 式

許

可

区

分

建　設　工　事　の　種　類
総合

評定値

（Ｐ）

評               点            （Ｘ2）

経 営 規 模 等 評 価 結 果 通 知 書
総 合 評 定 値 通 知 書

を通知します。

電 話 番 号
資 本 金 額
完成工事高／売上高（％）
行 政 庁 記 入 欄

数  値 点数

　年平均
評点

(Ｘ1)

元請完成工事高 技　　術　　職　　員　　数 評点

(Ｚ)

自 己 資 本 額 X

完　成　工　事　高 元　請　完　成　工　事　高　及　び　技　術　職　員　数 自 己 資 本 額 及 び 利 益 額

　年平均 一級 (講習受講)

平成10年２月 中央建設業審議会基本問題小委員会 建議

「建設市場の構造変化に対応した今後の建設業の目指すべ
き方向について」（抜粋）

[不良不適格業者の排除]

２．不良不適格業者の排除のための取組み

（４）企業情報の公開の促進

「不良不適格業者の排除のためには、相互監視による
虚偽申請や不正行為の抑止、民間発注者の適切な建
設業者選定の促進による市場メカニズムを通じた選
別等の始点から、建設業者に関する情報の公開を進
めることが重要である。

…建設業許可情報のみならず、経営事項審査情報、
工事実績情報、技術者情報等の建設業者に関する情
報の公開について検討すべきである。
その際、公開すべき情報の項目について十分な検討
を行うとともに、公開の方法について、データベー
ス・システムの活用等国民が利用しやすい方法を検
討すべきである。」

（ＨＰ上での公開のイメージ）
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平成２９年２月２７日
第１回企業評価ＷＧ提出資料



建設業者情報の閲覧と企業による任意の公開について
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行政による公開（制度） 企業による公開（任意）

・企業のＨＰやパンフレット上で、従業員数
や経営理念、沿革、ＣＳＲ活動等、各種企
業情報を公開している場合がある。
・主な工事実績についてもＨＰに掲載してい
る場合がある。

・大規模工事等の場合は、ニュースリリー
スをする場合もある。

・有価証券報告書提出会社である場合は、
売上高の内訳として、主な工事実績を記
載していることがある。

【建設業法 第１３条 （提出書類の閲覧）】

国土交通省大臣又は都道府県知事は、政令の定めるところにより、次に掲げる
書類又はこれらの写しを公衆の閲覧に供する閲覧所を設けなければならない。

（提出書類の具体的内容）
・許可申請書 ・工事経歴書 ・工事施工金額
・使用人数 ・その他貸借対照表等の財務諸表 等

（閲覧制度の趣旨）
○ 提出書類を公衆の閲覧に供することによって、建設工事の注文者、下請人等
に、当該建設業者の施工能力、施工実績、経営内容等に関する情報を提供し、
適切な建設業者の選定の利便等に供しようとするものであり、建設業者に関す
る情報を持たないことによって、建設業者の選定を誤る一般公衆等が少なくない
と考えられるので、これらの人びとによって、この閲覧制度が広く利用されること
が、もっとも望まれるところである。

○ たとえば、特殊な工事を注文しようとする者は、これにより、建設業者の工事実
績、経営状態、経営基盤等がその発注する工事に十分耐え得るかどうかを判断
する資料とすることができるものと考えられる。

※ 地方整備局では、平均して１日に約２０～５０件超の閲覧者が訪れる。実際に
は、建設企業、信用調査会社等による閲覧が多く、まれに戸建て住宅の建設を
予定している個人等も本制度を利用している。財務諸表や工事経歴書が閲覧さ
れるケースが多い。


